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経常収支比率の分析
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※１ 本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

３ 類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

＜人件費＞

平成16年度から職員の大幅な給与カットを行っており、21年度末現在、町長30％、副町長、教育長20％、議員報酬20％、職員6～17％のカット率となっていることが主な要

因である。これ以上のカットは職員の意識の低下につながりかねないため少しづつでも復元できるよう努める。

＜物件費＞

平成16年度に作成した「自立促進プラン」に基づき物件費の縮減を行ったことにより類似団体平均を下回った。今後も現在の状態を維持し取り組んでいく。

＜扶助費＞

本町は極端な少子高齢化にあり、高齢化により老人福祉費に係る経費が、また少子化対策のため、第３子以降の保育料を無料としているため児童福祉費の負担が大き

いがＨ２１年度は、ほぼ類似団体と同じである。

＜補助費等＞

補助費等の経常経費は、一部事務組合への負担金が主なものであるためその負担金の増減が経常収支比率の増減に大きく係わっている。この額が町財政を圧迫して

いるため、隠岐地域の他町村と連携し負担金の適正化に努めるべきであると考える。

＜公債費＞

平成5年度から国の経済対策に呼応し建設事業を積極的に推進したことによる地方債の発行額が大幅に増加したことで現在の元利償還金の額が類似団体に比べ過大で

あるため経常経費にかかる公債費の負担が大きい。元利償還金は17年度をピークに減少しているため、今後は適正な起債の発行に努めると共に、高金利の地方債に対

する繰上償還を推進していくことで公債費の適正化を図る。

＜その他＞

その他に係る経常経費は公営企業会計への繰出金が主なものであり、本町では簡易水道事業、下水道事業に対する繰出金が大きい。これは、施設整備にかかった公債

費の元利償還金が多くを占めている。今後は繰上償還や料金の見直し等をはかり健全な運営を目指す。

＜普通建設事業費＞

普通建設事業は16年度をピークに減少傾向にはあったが、国の経済対策による建設事業の増大によりＨ２０年度、Ｈ２１年度と増大し類似団体の平均と比べると高い数

値である。本町では平成16年に作成した「自立促進プラン」の長期的戦略として産業振興を大きな柱として位置づけており、農林水産振興の産業基盤整備を行って来た。

今後も産業振興を軸に建設事業を進めていくが公債費との兼ね合いもあるため、より計画的に事業を展開していく必要がある。

分析欄



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 444,859 187,073 199,441 ▲ 6.2
賃金（物件費） 37,390 15,723 18,254 ▲ 13.9
一部事務組合負担金（補助費等） 82,630 34,748 21,203 63.9
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 2,763 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 16,406 6,899 8,755 ▲ 21.2
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 8,246 3,468 5,387 ▲ 35.6
▲退職金 ▲ 44,022 ▲ 18,512 ▲ 20,401 ▲ 9.3
合計 545,509 229,398 235,402 ▲ 2.6

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 22.71 23.10 ▲ 0.39
ラスパイレス指数 84.5 91.5 ▲ 7.0

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

1,071,553 450,611 170,173 164.8

積立不足額を考慮して算定した額 - - - -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

- - 59 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 157,544 66,251 28,143 135.4
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

1,179 496 10,791 ▲ 95.4

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

2,267 953 2,548 ▲ 62.6

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

276 116 74 56.8

▲特定財源の額 ▲ 44,927 ▲ 18,893 ▲ 8,501 122.2
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 886,176 ▲ 372,656 ▲ 139,761 166.6

合計 301,716 126,878 63,526 99.7

※実質公債費比率については1月31日現在の数値

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 島根県 海士町

※参考 実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

1,121,037 449,854 ▲ 22.8 172,020 ▲ 25.1 2.3

うち単独分 107,658 43,201 27.0 77,280 ▲ 35.3 62.3

1,006,065 414,872 ▲ 7.8 193,373 12.4 ▲ 20.2

うち単独分 201,335 83,025 92.2 111,830 44.7 47.5

872,220 362,971 ▲ 12.5 199,737 3.3 ▲ 15.8

うち単独分 115,713 48,154 ▲ 42.0 128,289 14.7 ▲ 56.7

1,184,763 499,900 37.7 177,060 ▲ 11.4 49.1

うち単独分 29,116 12,285 ▲ 74.5 100,790 ▲ 21.4 ▲ 53.1

1,230,202 517,326 3.5 291,917 64.9 ▲ 61.4

うち単独分 192,146 80,802 557.7 163,714 62.4 495.3

過去５年間平均 1,082,857 448,985 ▲ 0.4 206,821 8.8 ▲ 9.2

うち単独分 129,194 53,493 112.1 116,381 13.0 99.1
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